
１　総括

 (1) 人件費の状況

平成23年度普通会計決算

平成23年度病院事業会計決算

職員給与費 　（参考）

平成23年度水道事業会計決算

職員給与費 　（参考）

（２）職員給与費の状況

平成23年度普通会計決算

　　　

平成23年度病院事業会計決算

　　　

平成23年度水道事業会計決算

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、普通会計は平成２３年４月１日現在、病院事業・水道事業会計は平成２４年３月３１日現在の人数です。

(3) 特記事項

　　計　　Ｂ給　 料

（参考）類似団体平均

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

297,929

千円 千円

6,012

　　　　　千円

千円 　　　　　千円

一人当たり給与費

千円

6,747

　　　　給与費 　　B/A

千円

7,397

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

5,900

一人当たり

職員手当 期末・勤勉手当

18,568

794,745

期末・勤勉手当

3,363,263

528,735219 793,340

23年度

職員手当

千円

　　　　　　Ａ

　　　　　　Ａ

23年度

570

人

職員数

人

　　計　　Ｂ給　 料

　　計　　Ｂ

千円 千円

2,092,185 476,333

区　　分

給　 料

千円

める職員給与費比率

区　　分

1,501,685 -58,672

Ａ  

％

-316,921

24

給与費 B/A

　　　　給与費 　　B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員手当 期末・勤勉手当

1,620,004

一人当たり

一人当たり

23年度

人　

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　質収支

Ｂ　

千円　

％

職員数

　　　　　　Ａ

人

区　　分

95,276

千円

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円

千円

9.9

36.1

職員給与費比率 22年度の総費用に占

総費用に占める

千円　

10.4

める職員給与費比率

千円　

Ａ  

％

千円　　　　　千円

　　　　　　Ｂ／Ａ

％

1,616,399

区　　分 総費用 純損益又は実

23年度 　　　　千円

148,989

23年度

4,553,800

実 質 収 支

35.5

　質収支

Ｂ　

22年度の総費用に占

353,587

　　　　　　Ｂ

職員給与費比率

区　　分 総費用

　　　　　　％

総費用に占める

　　　　　千円

81,677

純損益又は実

26,041,808

　　　　　千円

5,423,554

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（23年度末）

名張市の給与・定員管理等について

22年度の人件費率

人 件 費 率 （参考）

20.8

Ｂ／Ａ

23年度 　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

18.8

人 件 費

（参考）市町村平均

千円 　　　　　千円

一人当たり給与費

千円

6,208

千円

35,145 148,989 6,350
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(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）
　　　　

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

243,700

平均年齢

名張市 44.3

379,328

304,944

444,153

国 42.8 歳
(329,917) ( ― )

363,049

397,407

392,296

351,169

372,906

4級

261,900

390,100

1級 5級

436,535

平均給与月額

337,318

332,679

―

43.6類似団体

三重県 43.2

2級

１号給の
給料月額

135,600

区　　分 平均給料月額

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

最高号給の
給料月額

3級

309,200

222,900

356,400

185,800

6級

320,600

458,400

289,200

424,600402,500

7級

（単位：円）

平均給与月額

366,200

（国ベース）

(401,789)
円 円

95.6
96.7

97.9

107.2
105.8

106.9

97.8

99.1 98.8

90

95

100

105

110

平成１９年 95.6 96.7 97.9

平成２４年 107.2 105.8 106.9

参考値 99.1 97.8 98.8

名張市 類似団体平均 全国市平均

2



　　②技能労務職

参考

A/B

歳 人 円 円 円 －

うち給食調理員 歳 人 円 円 円 歳 円 1.35

うちその他 歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円

うち給食調理員 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２１年～２３年の３ヶ年平均）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては
　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
（注）１　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての 　　　
　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が　　　

　　　　含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

      ３　国欄における「平均給与月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法による措置がない

　　　　とした場合の値（減額前）です。

（2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円

（注）　国欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

※ 円 ※ 円 ※ 円

（注）　※欄の数値は該当者なしまたは少数のため理論値です。

353,635392,256

－333,484 353,327

平均年齢

公　務　員

対応する民間
の類似職種

-

＜技能労務職員の基本的な考え方及び今後の取り組み内容＞

－－

－

307,506

－

43.1

－ -

-

調理士

364,824

287,199257,103

177,325

34

1

358,570338,373

180,325

347,206 －

区　　分
参　　考

C／D

361

51

51.6

30.9

人 円

316,756

352,354

民　　間

－

-

平均給与月額
（Ｂ)

平均給与月額
（国ベース)

平均給与月額
（A)

49.3 49 302,360

49.7 歳 3,479
(285,030)

公務員（C） 民間（D）

現在の厳しい財政状況の中、行政の効率化、財政の健全化を推進するため、職員の能力・資質の向上を図るとともに、人件
費の総額を抑制し職員の削減を進めることが求められており、第１次の「名張市定員適正化計画」では、平成１７年度から２
１年度までの５年間（平成１７年４月１日と平成２２年４月１日現在の職員数で比較）で５．９％の削減を目標値と定め、実
績では６．１６％と目標値を上回る結果となりました。
更なる改革をめざし、限られた行政資源である人材のより効率的・効果的な活用を図るとともに、定員管理の一層の適正化

を推進するため、平成２２年度から平成２６年度までの５年間で６．１％の職員数削減を目標とする「第２次名張市定員適正
化計画」を策定しました。
この目標を達成するため、事務事業の見直しや業務能率の向上を図るとともに、公共施設の指定管理者制度の導入、保育所

民営化や民間委託の推進などに取り組んでいます。
また、技能労務職員（給食調理員）においては、平成１６年度から平成２１年度の６年間で小学校６校の給食調理業務の民

間委託及び平成２２年度から平成２３年度の２年間で８園の公立保育所の民営化を進めるなど、業務の民間委託や退職者不補
充による職員の削減を進めています。

－

高　校　卒 219,780

国名張市

230,800

三重県

144,500高　校　卒 140,100

301,154

310,335

286,500

経験年数２０年

一般行政職

区　　　　分

一般行政職

163,987

140,100

経験年数１５年

140,100 144,500 －

円

258,863

技能労務職

大　学　卒

3,616,600 1.60

335,467

高　校　卒

技能労務職

5,778,834

経験年数１０年

高　校　卒

区　　　　　分

172,161

名張市

類似団体

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり､年齢､業務内容､雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

334,372

270,465

職員数

三重県

国

平均給料月額

47.9

33

区　　分

-

-

266,000

平均年齢

大　学　卒 172,200 円 178,800 円
(172,200)

名張市

－
－

( － )
円

(323,181)
－ - -
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

（注）１　名張市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

 月分1.35

―

構成比

21.6

25.0

1.45

3.0

7.2

0.651.45 1.45

1,441

5

2.60 1.35

標準的な職務内容

21

職員数

6.3

10

83

72

室長・副室長・主幹・副主幹 24

室員

室員

部長・理事・参事・担当監

4 主査

室員

3

1

2

区　　分

6 68

三重県

16.57

能力・実績に基づく人事評価制度は試行段階にあるが、現状としては全職員への本格実施に至っていないため、現在、昇給に
差を設けていない。

55

20.4

国

室長・副参事・副室長

能力・業績に基づく人事評価は検討段階にあるが、現状としては未実施であるため、成績率に差を設けず一律の支給（65/100
×２回）を行った。

1.35

１人当たり平均支給額（23年度）

名張市

1,604

2.60

１人当たり平均支給額（23年度）

0.65

2.60

0.65

１級
3.6%

１級
6.3%

２級
3.0%

２級
3.0%

３級
30.3%

３級
25.0%

４級
16.5%

４級
21.6%

５級
 16.0%

５級
10.8%

６級
20.5%

６級
20.4%

７級
15.3%

７級
16.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 平成23年の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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（2) 退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　対象者は、全職種です。

 (3) 地域手当
（平成２４年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）対象は、医師を除く全職種です。

　　　医師の地域手当支給率は、１５％です。

 (4) 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）
企業会計以外の職員

千円

　円

病院事業会計の職員
千円

　円

水道事業会計の職員
千円

　円

59.28

支給実績

支給実績

59.28

2（39）

84,306

国の制度（支給率）

3

59.28

23.50 30.55

6

支給職員１人当たり平均支給年額

6

1,527,791

16,180

18

名張市 国

支給職員１人当たり平均支給年額

支給職員１人当たり平均支給年額

手当の種類（手当数）

手当の種類（手当数）

258,833

41.3433.50

118

15,419

120

3

支給実績

名張市

手当の種類（手当数）

津市 5

47.50

東京都特別区

59.28

33.50

30.5523.50

41.34

59.28

支給率支給対象地域

7,705 25,842

支給対象職員数

4（11）

47.50

824

59.28

4（4）
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特殊勤務手当一覧（平成２４年４月１日現在）

病理検査業務

１　正規の勤務時間外に、医療職給料表（２）及び
　（３）の適用を受ける職員が、緊急対応のため呼
　出され、手術、検査等に従事したとき。

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。４時間以上

死体処理業務

夜間看護業務（実
務研修含む）

緊急呼出手当

１　放射線を照射する業務に従事したとき。

１　病院で勤務する職員が解剖に従事したとき。

１　病院で勤務する職員が死体の処理に従事したと
  き。

１　正規の勤務時間外に、医療職給料表（１）の
　適用を受ける職員が、緊急対応のため呼出され、
　手術、検査等に従事したとき。

人工透析業務

管理職員緊急業務
手当

解剖業務

福祉業務
手当

手術室業務

道路上作業手当

応急診療業務

病院手当

放射線照射業務

災害応急作業等手
当

日額

３　医療職給料表（２）及び（３）の適用を受ける
　管理職員が救急輪番日の１７時１５分から翌日の
　８時４５分まで救急業務を命じられ、従事したと
  き。救急輪番業務

特別勤務
手当

１　正規の勤務時間外に緊急勤務命令を受けて道路
  等の公共施設の補修、復旧等の業務に従事したと
  き。（災害応急作業等手当が支給される場合を除
  く。）

１　正規の勤務時間外に災害対策本部等の緊急の危
  機管理体制下で業務に従事したとき。

医療職及び消防職には適
用しない。

医療職及び消防職には適
用しない。

用地交渉等手当

死体処理手当

日額

500

4,500

前項の額に加算する。

１　行旅死亡人の収容に従事したとき。

詳細が記録されているこ
と。

医療職及び消防職には適
用しない。

１　救急車で患者を他病院に搬送した職員

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。２時間以上４時間未満

１　病理検査業務に従事したとき。

１回

日額

１回

１回

日額

２　前項のときに、庁外で業務に従事したとき。

１回

日額

１　医療職給料表（１）の適用を受ける管理職員が
　救急輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分
　まで救急業務を命じられ、従事したとき。

５　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が名張
　市の休日を定める条例による休日である救急輪番
  日の８時３０分から１７時１５分まで救急業務を
  命じられ、従事したとき。

２　医療職給料表（１）の適用を受ける管理職員が
　名張市の休日を定める条例（平成元年条例第１号）
　による休日である救急輪番日の８時３０分から１
　７時１５分まで救急業務を命じられ、従事したと
　き。

管理職員には適用しな
い。

管理職員には適用しな
い。

１回

１回

４　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が救急
　輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分まで
　救急業務を命じられ、従事したとき。

500

300

300

3,000

１　応急診療所で深夜に看護業務に従事したとき。

１回

医療職及び消防職には適
用しない。

5,000日額

１　用地交渉、滞納整理、強制執行、汚物処理及び
  社会福祉の現業の業務で、同種の通常の業務と比
  較して困難かつ身体的に著しい危害が及び、又は
  精神的な著しい苦痛が伴うと想定される業務に従
  事したと所属長が認めたとき。

1,600

1,200

300

70,000

85,000

40,000

500

１　感染症の疑いのある患者の救護又は感染菌の付
  着した物件若しくは付着の疑いのある物件の処理
　及び患者等の防疫に従事したとき。

勤務内容業務 手当額(円)

防疫手当 防疫等作業手当

種別

120,000

4,000

１　医療職給料表の適用を受ける管理職員が正規の
  勤務時間外に緊急対応のため手術、検査等に従事
　したとき。

5,000

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。２時間未満

１回

１回

１回

１　人工透析業務に従事及び看護師が人工透析室に
  勤務したとき。

日額

5,000

400

１回

１回

300

救急出動業務

１　看護師が手術室に勤務したとき。

日額

18,000

日額

3,000

１体

１回

日額

１回

備考区分

800

500

500
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水道事業関係

出動手当

６　医療職給料表（２）の適用を受ける職員が救急
  輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分まで
  救急業務を命じられ、従事したとき。

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が正規
　の勤務時間外に、緊急の医療業務に従事するため
　に待機を命じられたとき
　　病院外での待機の場合
　　病院内での待機の場合

２　医療職給料表（２）及び（３）の適用を受ける
　職員が正規の勤務時間外に、緊急の医療業務に従
　事するために待機を命じられたとき
　　病院外での待機の場合
　　病院内での待機の場合

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が救急
　輪番日に救急業務を命じられ、従事した際に患者
　を診察したとき。

１　院長
２　副院長及び顧問

６　学卒後３年～７年未満の医師

医師研究業務
３　学卒後18年以上の医師

６　学卒後３年～７年未満の医師

待機業務

備考

用地交渉、滞納整理、強制執行等通常の業務と比較して困難かつ身体的に著しい危
害が及び又は精神的な苦痛が伴うと想定される業務に従事したと所属長が認めたと
き。

500

日額

高所若しくは配水池内等において作業を行った職員又は3,300ボルト以上の電気設備
を直接取り扱いした職員

勤務時間外に緊急命令を受けて出動し、業務に従事した職員（前号との重複支給は
行わない）

勤務内容

管理職員には適用しな
い。

１回

１回

400

　緊急命令を受けて出動し、応急復旧作業に連続して３時間以上直接従事した職員

１回

手当額(円)

300

500

１回

区分

１回

日額

500

１回 500

500,000

430,000

4,000

2,000
6,000

1,000
3,000

3,000

140,000

５　学卒後７年～10年未満の医師

450,000

420,000
360,000

１　消防吏員が消防業務に従事したとき。

医師研究
手当

１　消防吏員が正規の勤務時間に深夜勤務に従事し
  たとき。

２　勤務時間外に火災等の発生により緊急勤務命令
  を受けて勤務につき、業務に従事したとき。

消防手当

消防手当

夜間特殊業務手当

４　学卒後10年～18年未満の医師

２　副院長及び顧問

１　火災、救急及び救助等の現場に出勤し、消火、
  救急及び救助等の活動に従事したとき。ただし、
  救急救命士の資格を有する者が、救急活動に従事
  したときは100円を加算する。

１　院長

月額

１回

１回

月額

月額

１回

月額

月額

月額

月額

400

250

310,000

救急輪番患者診察
手当

４　学卒後10年～18年未満の医師
５　学卒後７年～10年未満の医師

医師確保手当
３　学卒後18年以上の医師

月額 120,000

月額 170,000
月額 160,000

１回

月額 110,000

150,000
月額

医師職務手当
１　院長
２　副院長
３　診療部長 月額 70,000

月額 200,000
月額 100,000
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 (5) 時間外勤務手当
企業会計以外の職員

千円

千円

千円

千円

病院事業会計の職員
千円

千円

水道事業会計の職員
千円

千円

（6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

全職員（病院事業会計、水道事業会計の職員を除く）

円

円

円

円

円

4,871

127,336

職員１人当たり平均支給年額(平成23年度）

189,231

支給実績(平成22年度）

職員１人当たり平均支給年額(平成23年度）

宿日直手当

住居手当

通勤手当

異
管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～60,000
円を支給

異

　　片道2km以上の場合3,000円～31,600円
　　　（13区分）

正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数

夜間勤務手当

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

管理職員特別勤
務手当

宿日直勤務を命じられた職員に支給

との

管理または監督の職にある職員が臨時または緊急の必
要性等を有する業務のため、週休日または休日に勤務し
た場合に6,000円～12,000円を支給

扶養手当

管理職手当

同

職員１人当たり平均支給年額(平成22年度）

支給実績(平成23年度）

支給実績(平成23年度）

598

異なる内容

配偶者

785

176,461

560

（23年度決算）

34,629

千円

千円

75,491同

13,000円

支給実績

418

国の制度と制度
手　当　名

職員１人当たり平均支給年額(平成23年度）

支給職員国の

内容及び支給単価

異同

支給実績(平成23年度）

千円 円

１人当たり
平均支給年額
（23年度決算）

配偶者のいない場合の1人目
配偶者以外の扶養親族 6,500円

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算
11,000円

円

同

同

9,273

91,491

三重県
に準拠

市独自

千円

208,565千円

借家、借間居住者支給限度額 27,000円

同 千円

9,594

13,311 千円

0

242,606

287,285

66,509

543,509

0

114,014

8



病院事業会計の職員

円

円

円

円

円

水道事業会計の職員

円

円

円

円

円

配偶者のいない場合の1人目
配偶者以外の扶養親族
配偶者 13,000円

6,500円

内容及び支給単価

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算

管理または監督の職にある職員が臨時または緊急の必
要性等を有する業務のため、週休日または休日に勤務し
た場合に6,000円～12,000円を支給

夜間勤務手当 同

千円

千円0

管理職手当

住居手当

管理職員特別勤
務手当

宿日直手当

正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数

管理職手当

　　片道2km以上の場合3,000円～31,600円
　　　（13区分）

管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～
140,000円を支給

13,000円

ア借家、借間居住者支給限度額

内容及び支給単価

宿日直手当

手　当　名

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

扶養手当

手　当　名

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算
11,000円

同

国の

異同

7,969

2,624 千円

23,552

千円

（23年度）

扶養手当

管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～60,000
円を支給

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

宿日直勤務を命じられた職員に支給

通勤手当 異

同

夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数

同

千円

8,705 千円

千円

千円

同

制度 国の制度と

宿日直勤務を命じられた職員に支給

異なる内容との

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

同
管理職員特別勤
務手当

管理または監督の職にある職員が臨時または緊急の必
要性等を有する業務のため、週休日または休日に勤務し
た場合に6,000円～12,000円を支給

　　片道2km以上の場合3,000円～31,600円
　　　（13区分）

同住居手当

通勤手当

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

ア借家、借間居住者支給限度額 27,000円

支給実績

105,521

円

円

19,607 千円

千円 686,069

349,900

253,646

128,431

異
三重県
に準拠

16,822

異 市独自 19,896

支給職員
制度 国の制度と 支給実績 １人当たり
国の

平均支給年額
異同 （23年度）
との 異なる内容 （23年度）

円
配偶者以外の扶養親族2人まで 6,500円
配偶者のいない場合の1人目 11,000円

同 3,415

配偶者

千円

千円

233,625

27,000円

円

千円

三重県
に準拠

1,462

同 882

千円

4,164

0

異

312同

市独自

228,475

314,624

（23年度）

１人当たり
支給職員

平均支給年額

0

0

257,736

294,000

65,228

520,500
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５　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料の月額×500/100×在職年数 任期ごと
給料の月額×280/100×在職年数 任期ごと

(注）１　１期は４年です。
　　 ２　市長、副市長の給料月額は、公金着服事件の管理責任による減額後の金額です。
　　　　 平成24年6月以降の給料月額は、減額前の市長90万円、副市長69万円です。

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人 人口１万人当たり職員数 　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人 人 人
人 人 人

人 人 人 人口１万人当たり職員数 　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人 人
人口１万人当たり職員数 　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数で教育長を含んでいます。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

17

861

対前年
増減数

290

副 議 長

平成２４年

備　　　　考

平成２３年

4

[   1008人  ］

-9

水道

小　計

合　　計
[   1008人  ］

25

21その他

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院 223

普
通
会
計
部
門

土木

6

51

農林水産

衛生

民生

580

副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額

議 員

給
料

市 長

832,000

下水道 17

286

866

2

総務

消防部門

122

231

-5

8

502,000

3.50
　　（平成２４年度支給割合）

給 料 月 額 等

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職　　員　　数

教育部門
113
103

小　計

115

571

20

＜参考＞

114

26

商工業務のスタッフの充実7 1

50

0

3

1

課税業務スタッフの充実1

人権啓発業務の部門変更

農業業務スタッフの充実

主な増減理由

53.96

事務の合理化-1

-9

2

保育所の民間委託

衛生業務スタッフの充実

44.32-2

議会

一
般
行
政
部
門

362

23

18

24

126

計

66

111

17

24

364

94

税務

商工

117

1,012,000720,000

18,000,000
7,728,000

69.91

72.48
-9

区 分

583,000 629,000

575,000

522,000460,000

3.60

　　（平成２４年度支給割合）

621,000

345,900

440,000

報
酬

期
末
手
当

議 長

278,200

520,000

302,300

副 市 長

副 議 長

退
職
手
当

市 長

市 長

副 市 長

議 員

議 長

人権啓発業務の部門変更

医師・看護業務スタッフの充実

国保業務スタッフの充実

105.42[   0人   ］

消防業務スタッフの充実

0

＜参考＞

事務の合理化

-5 ＜参考＞
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

（注）１　職員数は教育長を含んでいません。

（３)職員数の推移

14（13.9％）

369

112

362

9497 ▲16（▲14.5％）103

113 115

571

290

▲33（▲5.5％）

▲6（▲2.0％）

110

～～

40歳

　　　　　年度
部門別

人人
98 124
人人

31歳

～

人
43歳

36歳
～

23歳 39歳35歳

32歳28歳24歳

～

861874

288

消防

96

108

597

103

604

110

101

295

一般行政

普通会計計

公営企業等会計計

387393

教育

586

107

人
69

人

382

22年19年 20年 21年

未満

職員数
67

27歳

25

区　分

4

～

20歳20歳

364

人
51歳

87

24年

人

23年

～～

47歳

92
人

55歳

44歳

▲31（▲7.9％）

計

（単位：人・％）

過去５年間の
増減数（率）

人人
以上

56歳

人

～

59歳

48歳

～

52歳 60歳

860292 90

291

869 866

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

総合計 900

296

892

580

▲39（▲4.3％）

286

578

0

20

40

60

80

100

120

140

20
歳
　未
満

20
歳
～
23
歳

24
歳
～
27
歳

28
歳
～
31
歳

32
歳
～
35
歳

36
歳
～
39
歳

40
歳
～
43
歳

44
歳
～
47
歳

48
歳
～
51
歳

52
歳
～
55
歳

56
歳
～
59
歳

60
歳
　以
上

平成19年度

平成24年度

人
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７　職員採用試験の実施状況（平成２３年度実績)

８　職員研修の実施状況（平成２３年度実績）

【自主研修】
新規採用職員研修
人事評価研修
セクハラ・パワハラ研修
メンタルヘルス研修
ヒューマンエラー研修
コンプライアンス研修
地域づくり研修
人権研修会
人権大学生報告会

【人権大学講座派遣】
部落開放・人権大学講座
三重県人権大学講座

【三重県自治会館組合派遣研修】
ワンステップ研修
ツーステップ研修
スリーステップ研修
マネージャー研修
リーダー研修
法制執務研修
情報処理研修
訴訟対応研修
三重地方行財政アカデミー
トレンドセミナー
プレゼンテーション研修
話し方講座
人事評価研修
公営企業会計研修
税務実務研修
不当要求対策研修
三重ふるさと学
職場の活性化を考えるセミナー
地域クリエイター養成塾
政策研修

【三重県地方自治研究センター派遣研修】
地方自治研究集会
労働安全衛生セミナー

【その他派遣研修】
全国市町村国際文化研究所研修
講実践滞納整理研修
協働推進ファシリテーション研修
経営品質オープンセミナー
所属別職員専門研修

3

1

3

平成24年8月27日

237

実施日数

1 1

3 2
1 1

若干名 0 0 0

平成23年10月1日

平成24年4月1日

平成24年7月1日

平成24年4月1日

42

2

1 1

10 9

1 3
1 2

1

1

2

研修名

土木技術職（上級）

職種 採用日

消防職（救急救命士）

一般事務職（上級）

一般事務職（初級）

消防職

1

8

2

1

13

3 1

1

1
2

3

2

2
1

3

4

1

2

2

1

5

0

平成23年 9月18日（1次）
平成23年10月22日（2次）

2

8

4

1
15

6

1

31 1
2

114

看護師

看護教員

27

合格者数

113

3

4

1

18 17

143

56 3

1

98 1
646

4
4

5

51
51

26

1

若干名

45

募集人員

若干名

受験者数

23

4

応募者数 試験日

2

受講者数（人）

1

1 22

50

保健師 3 8 7

平成24年4月1日

0

13

0

6

若干名

電気技術職（上級） 若干名 2 1

一般事務職（中級） 若干名 13 12

平成24年3月24日若干名 5 5 4

10 10

3

1

4

0

電気技術職（中級） 若干名 1 1

土木技術職（中級） 若干名 0 0

3

平成23年 9月18日（1次）
平成23年10月30日（2次）

若干名 3 3 2
平成23年8月27日

0

10 11

12



９　福利厚生事業の実施状況（平成２３年度実績）

①　互助会への補助の状況

補助対象団体

補　　助　　金　　額

職員の負担金総額 23,632,668円

名張市職員互親会

0円
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